
試験調査の個人経営者用調査票の調査事項と24年調査の個人経営の調査事項との対比表

●個人経営者用に調査事項を縮減（産業横断集計を維持する調査事項に限定）した上で、全産業共通の調査票を作成（片面設計）。

試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（ア） 【第１面】

（イ） 【第１面】

（ウ） 【第１面】

●市町村名欄に、町丁・字・番地・号の内容を記入する事例がみられたことからスペースを縮小

●26年基礎調査に合わせ、回答肢の区分等を変更。

３ この場所での事業所の開設時期

● 印字されている内容に変更がある場合は、二重線で消して

修正してください。

１

昭和59年

以前

２

昭和60～

平成６年

３

平成７～

16年

４

平成17年

以降 年平成 月

開設年が平成25年以降

の場合は開設月も記入

してください

●

●

都道府県名２ 郵便番号 市区町村名

町丁・字・番地・号

印字されている内容に変更がある

場合は、二重線で消して修正して

ください。

他の事業所の構内にある場合は、

その事業所の名称を「ビル・マン

ション名等」欄に記入してくださ

所在地

ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください）

－

開設月１
開設時期４

11

昭和59年

以前

昭和60～

平成６年

平成７

～16年

平成

17年

平成

18年

平成

19年

平成

20年

平成

21年

２ ３ ４ ５

月
平成

24年

平成

22年

９ 10

平成

23年

● 開設時期に○囲みの印字がない場合は、現

在の場所で事業を始めた時期の番号を○

で囲んでください。

６ ７ ８
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（エ） 【第１面】

（オ）① 【第２面：卸売業・小売業】

４ この事業所の主な事業の内容

● 印字されている場合、内容に変更がありましたら、二重線で消して修正してください。

５ 主な事業の種類又は事業所の形態等

● 記入に当たっては、「分類表」表紙の「５ 主な事業の種類

又は事業所の形態等」を参照してください。

印字されている場合、内容に変更がありま

したら、二重線で消して修正してくださ

い。

８

●

主な事業の内容

18 店舗形態 貴事業所の店舗形態について、該当するものがある場合は、番号を１つだけ○で囲んでください。

 ３ ホームセンター
主として住まいの手入れ改善にかかる商品を中心に、住関連商品を品揃えし、セルフサービス方式により
小売する事業所
「金物」、「荒物」、「苗・種子」のいずれかを販売していること。

 ２ ドラッグストア
医薬品、化粧品を中心にセルフサービス方式により小売する事業所
「一般用医薬品（医師の処方箋を必要としないもの）」を販売していること。調剤薬局は、該当しません。

店舗形態

 １ 各種食料品小売店
各種食料品を中心に小売する事業所
「野菜・果物」、「肉」、「魚」、「酒」、「菓子・パン」、「その他の飲食料品」のうち、３分類以上にわたる商品
を販売している商店、スーパー
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（オ）② 【第２面：医療・福祉】

その他の社会保険・社会福祉・

介護事業
32

社会福祉協議会、共同募金会、善意銀行、授産施設、年金積立金管理運用、宿所提供施

設、婦人・女性相談所

有料老人ホーム 27

その他の老人福祉・介護事業 28
養護老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウスを含む）、老人福祉センター、高齢者生活

福祉センター、老人憩いの家、老人介護支援センター、地域包括支援センター

通所・短期入所介護事業 24 老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、小規模多機能型居宅介護事業所

訪問介護事業 25 訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、夜間対応型訪問介護事業所老人福祉・介護事業

特別養護老人ホーム 22 特別養護老人ホーム、介護老人福祉施設

29 障害者支援施設、ケアホーム、グループホーム、福祉ホーム

その他の障害者福祉事業 30 生活介護事業所、自立訓練事業所、地域活動支援センター

その他の社会保険・社会

福祉・介護事業

更生保護事業 31 更生保護施設、更生保護協会

障害者福祉事業

居住支援事業

認知症老人グループホーム 26 認知症高齢者グループホーム

介護老人保健施設 23

児童福祉事業

保育所 20 保育所、託児所

その他の児童福祉事業 21
乳児院、母子生活支援施設、児童厚生施設（児童館）、児童養護施設、知的障害児施設、盲

ろうあ児施設、情緒障害児短期治療施設、児童家庭支援センター、母子福祉センター

犬管理所、犬管理事務所

社会保険事業団体 19
健康保険組合、健康保険組合連合会、社会保険診療報酬支払基金、国民年金基金、企業年

金基金、農業者年金基金

その他の保健衛生

検査業 16 寄生虫卵検査業、水質検査業、食肉衛生検査所

消毒業 17 物品消毒業、電話機消毒業

その他の保健衛生 18

11 アイバンク、腎バンク、骨髄バンク、衛生検査所、滅菌業（医療用器材）、臨床検査業

母子健康相談施設 14 母子健康相談所、母子健康センター

その他の健康相談施設 15 保健師駐在所、市町村保健センター、農村検診センター、健康科学センター

健康相談施設

結核健康相談施設 12 結核予防会健康相談所、結核集団検診業

精神保健相談施設 13 精神保健福祉センター、精神健康相談所

５

助産・看護業

助産所、助産師業 ６

看護業 ７ 派出看護師業、訪問看護ステーション

療術業

施術所 ８ あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師・柔道整復師の施術所

その他の療術業 ９
太陽光線療法業、温泉療法業、催眠療法業、視力回復センター、カイロプラクティック療

法業

医療に附帯するサービス業

歯科技工所 10

２ ２０人以上の精神病患者を入院させるための施設のみを有している医業事業所

一般診療所

有床診療所 ３ １９人以下の患者を入院させるための施設を有している医業事業所

無床診療所 ４ 患者を入院させるための施設を有しない医業事業所

精神科病院

歯科診療所

一般病院

（精神科病院を除く）

その他の医療に附帯するサービス

業

　下表の中から該当する番号を１つ選択し、○で囲んでください。

　複数の施設を併設している場合や複数の事業を行っている場合は、主なものの番号を○で囲んでください。

事業所の形態・事業内容 番号 内容例示

病院

11 事業所の形態、主な事業の内容

１ ２０人以上の患者を入院させるための施設を有している医業事業所

５ 主な事業の種類又は事業所の形態等

● 記入に当たっては、「分類表」表紙の「５ 主な事業の種類

又は事業所の形態等」を参照してください。
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（オ）③ 【第２面：建設業、サービス関連産業Ａ（のうち建設業）】

　下表の中から年間における完成工事高の多い順に番号を記入してください。

15 業態別工事種類

１番目 ２番目

０１ 土木一式工事 １０
屋根工事

（11 金属製屋根工事を除く）

２０ 板金工事 ２８ 造園工事

さく井工事

１９ しゅんせつ工事 ２７ 電気通信工事

０６ 左官工事 １５

１８ ほ装工事 ２６ 熱絶縁工事

０２
建築一式工事

（03 木造建築一式工事を除く）
１１ 金属製屋根工事

０３ 木造建築一式工事 １２ 電気工事

０５ 大工工事 １４
タイル・れんが・ブロック工事

（15 築炉工事を除く）
２２ 塗装工事

０４ 建築リフォーム工事 １３ 管工事 ２１ ガラス工事 ２９

３０ 建具工事

築炉工事 ２３ 防水工事 ３１ 水道施設工事

消防施設工事

０８ はつり・解体工事 １７ 鉄筋工事 ２５ 機械器具設置工事

０７
とび・土工・コンクリート工事

（08 はつり・解体工事を除く）
１６ 鋼構造物工事 ２４ 内装仕上工事 ３２

３３ 清掃施設工事

０９ 石工事

５ 主な事業の種類又は事業所の形態等

● 記入に当たっては、「分類表」表紙の「５ 主な事業の種類

又は事業所の形態等」を参照してください。
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（オ）④ 【第２面：建設業、サービス関連産業Ａ（のうち金融業、保険業、郵便局受託業）】

17 金融業、保険業の事業種類

０１

下表の中から該当する番号を選択し、○で囲んでください。

事　業　種　類 事　業　内　容

０２ 中小企業等金融業
信用金庫、信金中央金庫、信用組合、商工

組合中央金庫、労働金庫等

銀行業(信託銀行を含む）
日本銀行、都市銀行、地方銀行、ゆうちょ

銀行、信託銀行等

０３ 農林水産金融業
農林中央金庫、信用漁業協同組合連合会、

農業協同組合（金融業を専業で行う場合）等

０４ 消費者向け貸金業

０５ 事業者向け貸金業 手形割引業者、日賦貸金業者

０６ 質屋

０７ クレジットカード業、割賦金融業 クレジットカード会社、割賦金融業者等

０８ その他の非預金信用機関
中小企業基盤整備機構、住宅金融業者、証券

金融業者、ファクタリング業者等

０９
金融商品取引業（第一種金融商品取引

業であって有価証券関連業に限る）

第一種金融商品取引業者（証券会社、抵当

証券業者、金融先物取引業者等）

１０
金融商品取引業

（上記以外の金融商品取引業）

第二種金融商品取引業者、投資助言・代理業

者、投資運用業者等

商品先物取引業　商品投資業
商品取引員、商品投資顧問業者、海外市場

商品先物取引業者等

１２ 補助的金融業　金融附帯業
短資会社、手形交換所、両替屋、信用保証

協会、農林漁業信用基金等

信託業(信託銀行を除く）

金融代理業
金融商品仲介業者、信託契約代理店、銀行代

理業者等

運用型信託会社、管理型信託会社等

１４

１３

１１

１５ 生命保険業（生命保険代理店を除く）
生命保険株式会社、かんぽ生命保険、生命

保険再保険会社、外国生命保険会社等

１８ 保険媒介代理業
生命保険代理店、損害保険代理店、火災共済

協同組合代理所、少額短期保険代理店

１６ 損害保険業（損害保険代理店を除く）
損害保険株式会社、損害保険再保険会社、

外国損害保険会社等

１７ 共済事業・少額短期保険業 農業共済組合、共済農業協同組合連合会

１９ 保険サービス業 損害保険料率算出機構、損害査定事務所等

５ 主な事業の種類又は事業所の形態等

● 記入に当たっては、「分類表」表紙の「５ 主な事業の種類

又は事業所の形態等」を参照してください。
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（オ）⑤ 【第２面：サービス関連産業Ｂ】

（カ） 【第１面】

●産業細分類格付に用いる産業別調査事項を包含する調査事項を設置。事業所が所有する産業分類に基づき分類表を配り分けることにより、該当する回答肢を選択でき
るよう設計。なお、事業所が所有する産業分類により、回答枠を１箇所とするか２箇所とするか決定（建設業のみ２箇所必要（業態別工事種類の上位２つ記入））。

●基礎調査に合わせ表頭と表側を入れ替え

人

⑤
上記以外の常用雇用者

(パート・アルバイトなど)
人 人

⑥ 臨時雇用者（⑤以外のパート・アルバイトなどを含む）

人

人

(2) (1)以外で、別経営の事業所からきてこの

    事業所で働いている人（受入者）

⑨ 出向 人 人

⑩ 派遣 人 人

従業者数 男 女

貴

事

業

所

に

所

属

す

る

従

業

者

数

人 人

人 人

② 個人業主の家族で無給の人 人 人

③ 有給役員（無給役員は除く） 人 人

人⑦ 合　計　（①～⑥の合計）

⑧
 ⑦のうち、別経営の事業所へ出向又は派遣して

いる人（送出者）
人

人

５

① 個人業主

常用雇用者
④ 正社員・正職員などと呼ばれている人

2月1日現在の従業者数を記入してください。

「③有給役員」：役員報酬を得ている人

「常用雇用者」：以下のいずれかに該当す

る人

・期間を定めずに雇用している人

・1か月を超える期間を定めて雇用している

　人

・平成23年12月と24年1月にそれぞれ18日

　以上雇用している人

「⑥臨時雇用者」：1か月以内の期間を定

めて雇用している人や日々雇用している人

●

●

●

●

(1)

５ 主な事業の種類又は事業所の形態等

● 記入に当たっては、「分類表」表紙の「５ 主な事業の種類

又は事業所の形態等」を参照してください。

人 人女 人 人 人 人 人 人 人 人

男 人 人 人 人 人 人 人 人

④

６ この事業所の従業者数
● 11月１日現在の従業者数を記入してください。

区分

①

人 人

② ③ 常用雇用者 ⑥ ⑦ 受入者
⑧

個人業主

⑤

正社員・正職

員などと呼

ばれている

人

④以外の人

⑨

出向 派遣

個人業主の

家族で無給

の人

有給役員 臨時雇用者 合計
送出者

⑩

個人経営の

事業主で、
実際にこの
事業所を経

営している
人

個人経営以

外で役員報
酬を得てい
る人

１か月以内の期間を

定めて雇用している

人や日々雇用してい

る人など、常用雇用

者の定義に該当しな

い人

※⑤以外のパート・

アルバイトなどを含

む

期間を定めずに、若しくは

１か月を超える期間を定め
て雇用している人 又は９
月と10月にそれぞれ18日以

上雇用している人

①～⑥の合計 ⑦合計のう

ち、別経営
の事業所へ
出向又は派

遣している
人

①～⑧以外で別経営

の事業所からきてこ
の事業所で働いてい
る人

パート・アル

バイトなど
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（キ） 【第１面：卸売業・小売業（個人経営用、法人用）】

【第２面：サービス関連産業Ｂ】

（ク） 【第１面：卸売業・小売業（個人経営用）、サービス関連産業Ｂ（個人経営用）】

【第１面：上記以外】

●24年調査と合わせ卸売業・小売業と飲食サービス業のみ把握

●回答肢の区切り線及び法人等の区分を無くすとともに記入誘導を追加

「⑤　④以外の人」について、８時間換算雇用者数を記入してください。（端数は切り上げ）主に卸売業、小売業、飲食サービス業を営む事業所
は右記に８時間換算雇用者数を記入してください。 人 【例：３時間が３人、５時間が１人、６時間が２人の場合】

｛（３×３）＋（５×１）＋（６×２）｝÷８時間＝３．２５　⇒　４人

７ 経営組織 １

個人経営

２

株式会社

有限会社

３

合名会社

合資会社

４

合同会社

５

会社以外

の法人

６

外国の

会社

７

法人でない

団体
● 印字されている内容に変更がある場合

は、二重線で消して修正してください。
９欄へお進みください８欄へお進みください

【例：３時間が３人、５時間が１人、６時間が２人の場合】

｛（３×３）＋（５×１）＋（６×２）｝÷８時間＝３．２５　⇒　４人

(3) 「⑤上記以外の常用雇用者」の８時間換算雇用者数（端数は切り上げ）

人

３ ２ ３ ４ ６ ７

合同会社
会社以外

の法人

株式会社

有限会社

合名会社

合資会社

経営組織 １

外国の会社
●該当する番号を○で囲んでください。

個人経営

５

法人で

ない団体

３

会社以外

の法人
会社（外国の会社を除く）

６ ７２ ３ ４ ５

株式会社

有限会社

合名会社

合資会社
合同会社

１

個人経営 外国の会社
法人で

ない団体

該当する番号を○で囲んでください。

法人でない団体：法人格のない労働組合、

後援会、協議会等

●

●

経営組織
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（ケ） 【第１面：産業共通調査票】

（コ） 【第１面】

●単独事業所と考えられていた事業所が単独で無くなっていた場合に本社・支社間の名寄せができるように、産業共通調査票のみにあった事項を追加。
なお、記入誘導については、事業所が所有する産業分類により表示を変更する。

●参考情報として把握していた内容を調査事項として把握

８ 単独事業所・本所・支所の別等 （１） 単独事業所・本所・支所の別 （２） 企業全体の常用雇用者数及び支所等数

１
単独事業所 国内 海外（現地法人は除く）

常用雇用者数 人 人

２

本所・本社・本店
支所等数 事業所 事業所

（３） 企業全体の主な事業の内容

印字されている内容に変更がある場合

は、二重線で消して修正してください。

単独事業所から本所・本社・本店に変更

となった場合は、企業全体の常用雇用者

数及び支所等数並びに企業全体の主な事

業の内容を記入してください。

また、以降の欄については企業全体につ

いて記入してください。

フランチャイズ・チェーン（ＦＣ）

加盟店についてはＦＣ本部とは独立

した組織となるため、ＦＣ本部の支

所とはなりません。ただし、ＦＣ本部

の直営店の場合にはＦＣ本部の支所とな

ります。

●

●

●

３ 支所・支社・支店

（４） 本所等の正式名称・所在地等

本所等の正式名称 本所等の通称名 本所等の電話番号

町丁・字・番地・号、ビル名等

‐

本所等の郵便番号 都道府県名 市区町村名

９欄へお進みください

他の場所に支所・支社・支店を
持ち、それらを統括する事業所。
また、海外のみに支所等を持ち、
それらを統括する場合も含みま
す。

９欄へお進みください

記入おわりです

通称名

－

該当する番号を○で囲んでください。

単独事業所とは、他の場所に支所・支社・

支店を持たない事業所をいいます。

本所・本社・本店とは、他の場所に支所・

支社・支店を持ち、それらを統括する事業

所をいいます。一つの企業に「本所・本

社・本店」は一つだけです。

支所・支社・支店とは、他の場所にある本

所等の統括を受けている事業所をいいま

す。工場、営業所などの他、従業者のいる

倉庫や管理人のいる寮なども該当します。

法人の場合は登記上の名称を正式名称欄に

記入してください。

屋号など通称名がある場合は通称名欄に記

入してください。

他の事業所の構内にある場合は、その事業所

の名称をビル・マンション名等欄に記入し

てください。

●

●

●

●

●

●

●
町丁・字・番地・号

「支所・支社・支店」に該当する事業所は、

本所・本社・本店の名称及び所在地を記入してください。

支所・支社・支店

２ ３

単独事業所

１

郵便番号

本所・支所の別及び本所等の名
称・所在地

ビル・マンション名等

（階、号室まで記入してください）

７

正式名称

電話番号（代表） （　　　　　）　　　　　－

本所・本社・本店

市区町村名都道府県名

フリガナ

以下の金額を記入する欄について

　・消費税込みで記入してください。経理処理上、税込みで記入できない場合は、右の□にチェックし、税抜きで記入してください。

　・平成23年1月から12月までの１年間（この期間で記入できない場合は、平成23年を最も多く含む決算期間）の決算について記入

　してください。

□

● 10欄以降はできる限り「１ 税込み」で

記入してください。

ただし、税込み記入ができない場合

は「２ 税抜き」で記入してください。

※選択した記入方法を○で囲んでください。

１　税込み ２　税抜き

消費税の税込み記入・税抜き記入
の別

９
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（サ） 【第１面】

給料賃金(専従者給与を除く)

地代家賃

減価償却費

租税公課

６

平成23年１月から12月までの１年間の売

上（収入）金額及び費用総額等について記入

してください。（万円未満四捨五入）

「調査票の記入のしかた」○ページに掲

載の「確定申告」との対応表などを参照

して記入してください。

●

●

百億 十億 億

④

⑤

⑥

費

用

の

内

訳
（

特

掲
）

売上（収入）金額、費用総額及び
費用内訳

千万 百万 十万 万円

売上（収入）金額

費用総額(売上原価＋経費計)

①

②

③
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（シ） 【第１面】

●表頭のうち「事業別内訳」としていたものを「事業活動区分」と「事業別内訳」に分割。併せて「（エ）商業」を「（エ）卸売業」「（オ）小売業」に分割するとともに、それに伴い
（オ）～（ク）を（カ）～（ケ）に変更。なお、「（エ）商業」を「（エ）卸売業」「（オ）小売業」への分割はもともと第２面で分けられていたものをあらかじめ当該調査事項で行うもので
あり24年調査と整合的。
また、事業別内訳から右側について交互に色づけ。

(カ)

又は割合（％）

学術研究、専門・技術サービス事業の収入

飲食サービス事業の収入

生活関連サービス、娯楽事業の収入

宿泊事業の収入

金融、保険事業の収入

政治・経済・文化団体、宗教団体の活動収入

サービス

関連産業Ｂ

⑨

⑯

⑪

⑮

⑩

⑦

⑧

(オ)

医療、福祉事業の収入

不動産事業の収入

物品賃貸事業の収入

電気、ガス、熱供給、水道事業の収入

事業別売上（収入）金額

合　　　計

(ク)

0 0

⑰

学校教育事業の収入

上記以外のサービス事業の収入

(キ)

売上（収入）金額
万円

卸売の商品販売額

（代理・仲立手数料を含む）

小売の商品販売額

(エ)商業
①

②

億 十万千万百億

(イ)

(ウ)

百万

製造品の出荷額・加工賃収入額

十億

金

額

で

記

入

で

き

な

い

場

合

は
、

右

欄

に

割

合

を

記

入

し

て

く

だ

さ

い
。

６欄①の売上（収入）金額 1

７

●

●

●

●

●

●

●

記入に当たっては、「調査票の記入のし

かた」○ページを参照してください。

６欄「①売上（収入）金額」に記入した売

上（収入）金額の内訳を記入してくださ

い。（万円未満四捨五入）

金額で記入できない場合は、６欄「①売上

（収入）金額」に占める割合を記入してく

ださい。（小数点以下四捨五入）

卸売、小売の両方を営んでいる場合は、そ

れぞれ分けて記入してください。

販売商品に関する修理料 （例：時計店の

時計修理料）や修理を専業としている場合

の収入は、「（カ）⑰上記以外のサービス

事業の収入」になります。

貴事業所内で製造した商品を貴事業所内で

直接個人又は家庭用消費者に販売した場合

は、「(エ)②小売の商品販売額」になりま

す。

貴事業所内で製造した商品を貴事業所から

インターネットや電話などを通じて個人又

は家庭用消費者に販売した場合は、「(ウ)

製造品の出荷額・加工賃収入額」になりま

す。

社会教育、学習支援事業の収入

⑭

④

⑤
通信、放送、映像・音声・文字情報制作事業の

収入

運輸、郵便事業の収入

事業別内訳

⑥

建設業、

サービス

関連産業Ａ

(ア)

⑫

⑬

情報サービス、インターネット附随サービス事業の

収入

農業、林業、漁業の収入

鉱物、採石、砂利採取事業の収入

建設事業の収入

（完成工事高）
③
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（ス） 【第２面：鉱業、採石業、砂利採取業】

（ス）② 【第２面：製造業】
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（ス）③ 【第２面：卸売業・小売業】
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（ス）④ 【第２面：医療、福祉】
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（ス）⑤ 【第２面：建設業、サービス関連産業Ａ】
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（ス）⑥ 【第２面：サービス関連産業Ｂ】
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（ス）⑦ 【第２面：学校教育】

●産業細分類格付に用いるため、主業の含まれる事業活動区分内の収入内訳上位３位までを把握（個人経営事業所の記入負担軽減のため上位３位まで把握）。

15 学校等の種類

幼稚園

小学校

　下表の中から該当する番号を選択し、○で囲んでください。

専修学校７

１

２

10

11

12

大学

短期大学

学校教育支援機関

８

９

中学校

特別支援学校

高等学校

中等教育学校

３

４

５

各種学校

高等専門学校

６
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（セ） 【第２面：医療・福祉】

【第２面：サービス関連産業Ｂ（個人、法人）】

●24年調査と合わせ医療、福祉、サービス関連産業Ｂのみ把握。スペースの関係から表頭と表側を変更。
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試験調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（ソ） 【第１面】

●記入誘導等の変更。
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